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2.  介護の確保に関する公私関係 
(1)  公私バランス 





社会法典第 11 編第 4 条第 2 項は、 「介護保険の給付は、在宅介護の場合には家族等によ
る介護を補完し、入所介護の場合には介護のために必要な費用負担を軽減する」と規定し






人、 知人、 ボランティアなどを含む。 )による介護だけで居宅での生活を送っている。 また、
費用負担の面でも、入所介護施設に入所する者の自己負担が、要介護度Ⅲの場合には平均
で月額 1,274 ユーロ(約 20 万円)となるなど、 介護保険の実施後も相当の金額に上っている
(表 1)。 
 









7,031 万人(2006 年 1 月 1 日現在)、民間介護保険で約 910 万人(2005 年 12 月 31 日現在)とな
っている。 
2  Bundestagdrucksache 12/5262, S. 90. 
3  Statistisches Bundesamt, Pflegestatistik 2005, Wiesbaden 2007. 



















3.  要介護者の状況   
連邦統計庁の調査4によれば、2003 年 5 月現在、203 万人の要介護者のうち、144 万人
(71％)は在宅で、60 万人(29%)は入所施設で介護を受けながら生活している。それぞれの










                                                  
4  Statistisches Bundesamt, Sonderbericht : Lebenslage der Pflegebedürftigen, 
Deutschlandergebnisse des Mikrozensus 2003, Bonn 2004. 
 3  れ、栄養摂取及び移動の分野の日常生活活動5に関する援助(基礎介護)を終日必要としてい




4.  家族等による介護 
(1)  介護者 
2002 年末に実施された抽出調査6の結果によると、在宅の要介護者のうち 92%は家族に

















(2)  家族等の負担 
主たる家族介護者が要介護者の世話及び介護に要する時間(要介護時間)は平均で週 36.7
時間となっている(表 5)。 要介護時間は、 対象となる要介護者の要介護度が高くなるほど長
くなる。また、要介護度のみならず、認知症の有無が要介護時間に影響を及ぼしている。 
2002 年においても主たる家族介護者の半数は介護開始時点から就労していない。また、
                                                  
5  身体の手入れには入浴、排便・排尿など、移動には起床・就寝、衣服の着脱などの日常生活
活動が含まれる。 
6  Schneekloth U./ Wahl H.-W. (hrsg.), Möglichkeiten und Grenzen selbstständiger 
Lebensführung in privaten Haushalten (MUG III), München 2005. 
 
 4  介護のために就労を中止した者及び制限した者は、依然として、主たる家族介護者のそれ
ぞれ 10%及び 11%を占めている(表 6)。 
一方、 1990 年代の半ばに介護保険が導入されたことによると考えられる影響が、 次のよ
うな変化に現れている。主たる家族介護者のうち、いつ何時でも介護できるように備えな
ければならない者の割合は、1991 年の 78％から 2002 年には 64％に低下した。また、主
たる家族介護者のうちフルタイムあるいはパートタイムの就労を行っている者の割合は、
1991 年の 18%から 2002 年には 23%に増加し、主たる家族介護者に占める男性の割合も
17%から 27%に上昇した。 
 
5.  家族介護者に対する支援策 




①  介護手当 
要介護者が家族等による介護を受ける場合には、介護保険による現物給付としての訪問
介護に代わって、 現金給付である介護手当(Pflegegeld)を受けることができる。 介護手当の























②  介護者に支障が生じた場合の給付 
休暇、病気その他の理由により、家族等の介護者が介護を行うことに支障が生じた場合
には、通常の介護現物給付のほかに、介護金庫は、介護サービス事業の従事者などが家族
等の代わりに行う介護(代替介護)のための費用を 1 暦年当たり 4 週間まで負担する。ただ



















ウ  雇用促進   
介護を終了して職業生活に復帰しようとする際に職業再教育を受ける場合には、生計手
当(Unterhaltsgeld)を受給することができる。   
 




 6  職から受講者に対して在宅での介護の軽減及び改善に役立つ知識が教授される。また、受
講者間での介護に関する情報・意見交換も行われる。 
 























                                                  
8  Bundestagdrucksache 16/7439. 
9  法案の作成段階では、担当大臣であるシュミット連邦保健大臣(社会民社党)から最長 10 日間
の有給での休業とすることが提案されたが、連立政権のパートナーであるキリスト教民主・社
会同盟が多くの費用がかかることを理由に反対したため、提出法案では無給の休業とされた。 
10 1997 年には介護手当と介護現物給付の割合が 84 対 16 であったが、1999 年には 81 対 19、
2005 年には 80 対 20 と変化してきている。(Bundesministerium für Gesundheit, 
Leistungsempfänger der sozialen Pflegeversicherung im Jahresdruchschnitt nach 
Leistungsarten) 
11  1997 年の 57.5 万人をピークに減少してきており、2004 年には 47 万人となっている。
(Bundesministerium für Gesundheit, Zahlen und Fakten zur Pflegeversicherung (01/07), S. 
5) 
12  Schneekloth U./ Wahl H.-W. (hrsg.), a.a.O., Abbildung 2.10. 
 7  ビス事業による介護も併せて利用しているものである。 
 
6.  介護保険の給付としての介護サービス 










(2)  サービス供給者 




サービスを受けている要介護者の数は 1 事業当たり平均で 43 人である。ただし、民間事
業者による事業では平均32人であるのに対して、 公益的主体による事業では平均 58 人と、
事業主体による大きな違いがみられる。 
一方、認可介護ホーム数は約 10,400 となっている。1 ホーム当たりの要介護者数は、平
均で 65 人である。この場合にも、民間事業者によるホームでは平均 53 人であるのに対し
て、公益的主体によるホームでは平均 71 人、公共的主体によるホームでは平均 80 人と、
開設主体による大きな違いがみられる。 
 
(3)  サービス実施手順 
  サービスの利用は、要介護者と介護サービス事業者又は介護ホーム開設者との間の契約
に基づき行われる。具体的なサービスの実施手順は、介護保険により提供される介護サー
ビスの質を確保するために社会法典第 11 編第 80 条に基づき介護金庫の連合会と介護サー
ビス事業者及び介護施設開設者の団体との間で取り決められた基準において定められてい
る。 
                                                  
13  介護サービス事業及び介護ホームに関する以下のデータはいずれも Statistisches 
Bundesamt, Pflegestatistik 2005, Wiesbaden 2007 による。 











(4)  介護専門職の役割 
認可介護サービス事業及び認可介護ホームにおいては、養成教育を受けた介護専門職の
恒常的な責任の下で介護が行われる(社会法典第 11 編第 71 条第 1 項及び第 2 項)。この養
成教育を受けた介護専門職には、所定の養成教育を終了して看護師(Krankenschwester 
/Krankenpfleger)、児童看護師(Kinderkrankenschwester/Kinderkrankenpfleger)又は老
人介護士(Altenpfleger/-in)の資格を有する者あって、過去 5 年間に 2 年間の介護の実務に
従事した経験を有するものが該当する(社会法典第 11 編第 71 条第 3 項)。また、社会法典













(5)  費用負担 
                                                  
14  Gemeinsame Grundsätze und Maßstäbe zur Qualität und Qualitätssicherung einschl. 
des Verfahrens zur Durchführung von Qualitätsprüfungen nach § 80 SGB  Ⅺ 
in der ambulanten Pflege vom 10. Juli 1995, 3.1.1 Strukturelle Rahmen des Pflegedienstes.   










   
7.  介護サービス従事者の現状 
(1)  従事者数 
連邦統計庁による調査15では、2005 年 12 月現在、認可介護サービス事業の従事者数は
総数で約 21 万人であり、その大半を女性が占めている(表 9)。雇用形態別では、フルタイ















                                                  
15  注 3 と同じ。 
16  社会保険の適用対象にならないのは、 労働報酬月額が 400 ユーロを超えない就労及び期間が





























護従事者は、 頻繁に、 重いものを持ち上げ、 身をかがめる作業をしなければならず、 また、
特に在宅介護の場合には住居の構造が介護に適さない場合があるため、そのような負担が
腰痛などの原因となっている。さらに、人の死に直面することや臨終への付き添いが将来
                                                  
18  治療看護には、薬剤を飲ませること、注射、包帯を巻くこと、カテーテルの挿入、浣腸、洗
浄、褥そうの予防などの措置が含まれる。 
19 Weyerer S./Schäufele M./Anton R./Teufel S./Sattel H., Gesundheitsrisiken in 
ambulanten Pflegediensten, Abschlussbericht an die Berufsgenossenschaft für 
Gesundheitsdienst und Wohlfahrtspflege (BGW), Hamburg 2001  及び Barthelme 
G./Garms-Homolova V./Polak U., Belastungen in der ambulanten Pflege, in: Schmidt 
R./Entzian H./Gierke K.-I./Klie T. (Hrsg.), Die Versorgung pflegebedürftiger alter 














   






る老人介護士の初任給は月 2,148 ユーロ、老人介護補助士の初任給は月 1,827 ユーロとな
っている。一方、民間事業者の場合の給与水準は、これよりも最大 30%も低くなっている
22。 




(4)  職場への定着 
                                                  
20  Zimber A./Albrecht A./Weyerer, S., Arbeitsbedingungen und Arbeitsbelastungen in der 
stationären Altenpflege, Auswirkungen der Pflegeversicherung, in: Zimber A./Weyerer S. 
(Hrsg.), Arbeitsbelastung in der Altenpflege, Göttingen 1999, S. 185 ff. 
21  Deutsches Institut für angewandte Pflegeforschung, Pflege-Thermometer 2007, Köln 
2007, S. 42. 
22  Hamburger Abendblatt vom 3. November 2007. 
23  Bericht der Enquête-Kommission des Landtags Nordreihn-Westfalen, „Situation und 
Zukunft der Pflege in NRW“, Düsseldorf 2005, S. 294.  














   
(5)  需給状況 
①  現状 











                                                  
24  Ministerium für Gesundheit, Soziales, Frauen und Familie des Landes NRW, 
Personalstrukturen, Arbeitsbedingungen und Arbeitszufriedenheit in der stationären 
Altenpflege, Düsseldorf 2004.   
25  Dritter Bericht über die Entwicklung der Pflegeversicherung (Bundestagdrucksache 
15/4125), S. 55.  
26  老人介護士の失業者数は、年平均で 2005 年の 20,816 人から 2006 年の 43,729 人に増加し
ている。(Bundesagentur für Arbeit, Lage auf dem Arbeitsmarkt, Instrumente der aktiven 
Arbeitsmarktpolitik, Integrationsworkshop 14.03.2008) 
 13  
②  将来見通し 
高齢化の進展による要介護者の増加、家族構造の変化による家族介護の減少、介護保険
の導入などが介護従事者への需要を更に増加させると予想されている。ただし、どの程度
増加するかに関しては、 様々な推計がある。 例えば、 Blinkert及びKlieの推計27によれば、
介護専門職に対する需要は、 常勤換算で現状の 22 万人から、 2040 年には 44 万人に、 2050
年には 57 万人に達すると見込まれる。そのうち入所介護部門での介護専門職に対する需
要は、現状の 17 万人から、2040 年には 40 万人弱に、2050 年には 46.5 万人に増加する
と見込まれる。 
また、ドイツ経済研究所の推計28によれば、入所介護部門では、要介護者に対する従事
者の比率が変化しない場合には 2050 年で 28 万人、 要介護者の重度化を盛り込む場合には
50 万人の需要が見込まれる。在宅部門では、現金給付と現物給付の受給割合(81:19)が変
化しないと場合には、2050 年には常勤換算で 62,400 人、現物給付を受給する割合の増加

















                                                  
27  Blinkert B./Klie T., Zukünftige Entwicklung des Verhältnisses von professioneller und 
häuslicher Pflege bei differierenden Arrangements und privaten Ressourcen bis zum Jahr 
2050, Expertise im Auftrag der Enquête-Kommission Demographischer Wandel des 
Deutschen Bundestages, 2001. 
28  Deutsches Institut für Wirtschaftsforschung (DIW), Wochenbericht des DIW, 68. Jg., H. 









重要テーマのひとつは、 十分な数の介護従事者をいかにして継続的に確保するかにあった。  





















9.  介護従事者の育成策 
                                                  
29  Runder Tisch Pflege Arbeitsgruppe  Ⅱ, Empfehlungen und Forderungen zur 
Verbesserung der Qualität in der Stationären Betreuung und Pflege, September 2005, S. 16 
ff.   

















については、長年にわたって議論されてきたが、ようやく 2000 年 11 月に連邦法としての













③  養成期間 
養成教育の期間は 3 年間である。養成教育は、理論及び実践に関する授業(最低 2,100 時
                                                  
31  老人介護士の養成制度は、1969 年にノルトライン・ヴェストファーレン州で初めて導入さ
れ、その後、その他の州にも広がった。 































32  看護師及び児童看護師の場合には最大 2 年、 老人介護補助士及び看護補助師の場合には最大
1 年の短縮が可能とされている。 















員の中から所管官庁が任命した 3 名以上の者が委員となる。 
   
(2)  養成教育の現状 
老人介護士養成教育の現状については、連邦家族・高齢者・女性・青少年省の助成によ
り 2004/2005 年度にアンケート調査36が行われた。その結果によると、養成校の 60%以上
は公益的な主体により運営されている。養成校は比較的小規模のものが多く、その 40%は
学生定員が 70 名以下である。学生定員が 150 名以上の養成校の割合は 8.6%に過ぎない。  












                                                  
35  2005 年 9 月に統一サービス産業労働組合と連邦及び地方自治体との間で締結された「公務
サービスの養成教育を受ける者に関する賃金協約(TVAöD)」によれば、旧西独地域における老
人介護士の養成教育報酬の額は、養成 1 年目が月額 729.06 ユーロ、2 年目が 788.57 ユーロ、
3 年目が 884.44 ユーロとなっている。 
36  Görres S./Panter R./Mittnacht B., Bundesweite Erhebung der Ausbildungsstrukturen 
an Altenpflegeschulen (BEA), Bremen 2006. 




































はない。(Klie T., Rechtskunde, Das Recht der Pflege alter Menschen, 6. Aufl., Hannover 
1997, S. 87 ff.) 
38  8 州で 8 件のプロジェクトが実施され、合計で 15 の老人介護士又は看護師養成校、約 300
人の学生、多くの介護施設及び病院が参加している。(Weidner F., Pflegeausbildung in 





に関する実習が行われるなど、 介護専門職の活動領域の拡大に対応したものとなっている。  
 











  ホーム法に基づく法規命令であるホーム人員令第 8  条は、ホームの開設者が、ホームの
施設長及び従事者に対して職務に関連した継続教育に参加する機会を提供することを義務













                                                  
39  Bericht der Enquête-Kommission des Landtags Nordreihn-Westfalen, „Situation und 
Zukunft der Pflege in NRW“, Düsseldorf 2005, S. 320. 
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 24 （表 1）介護ホームにおける自己負担の状況     
        
  平均月額（ユーロ）     
                （20 05年1 2月）   
   要介護度Ⅰ  要介護度Ⅱ  要介護度Ⅲ   
             
①介護費用  1,277 1,702 2,128   
             
②給付上限額  1,023 1,279 1,432   
             
③介護費用自己負担  254 423 696   
（ ① ｰ ② ）             
④食費・居住費  578 578 578   
             
⑤自己負担計  832 1,001 1,274   
( ③ + ④ ）             
        


















 25 （表 2）介護サービス事業及び介護ホーム数     
    (2005 年 12 月)   
      
   介護サービス事業  介護ホーム   
          
事業・ホーム数  合計  10,977  (100%) 10,424 (100%)   
（経営主体別内訳）           
  民間事業者  6,327 (57.6%) 3,974 (38.1%)   
         
  公益的主体  4,457 (40.6%) 5,748 (55.1%)   
         
  公共的主体  193   (1.8%) 702   (6.7%)   
      
資料: 表 1 と同じ。       





















 26         
  (表 3)要介護者の状況       
    ( 単 位 : % )      
     在宅  入所       
  要介護度別人数割合               
  Ⅰ  53.2 32.5      
  Ⅱ  34.8 41.4      
  Ⅲ  12.0  26.3      
                
  80 歳以上の者の割合  45.3 68.0       
                
  女性の割合  64.3 78.9      
                
  女性のうち配偶者と死別した者  57.6 73.2      
  の割合               
                
  援助を必要とする者の割合               
  身体の手入れ  79.4 83.6      
  栄養補給  57.7 72.5      
  移動    73.7 78.5      
  家事  82.3 81.7      
  終日の基礎介護  36.0  49.8      
                
  主として年金・恩給により生計を  81.4 72.7      
  維持する者の割合             
                
        
  資料: Statistisches Bundesamt, Sonderbericht : Lebenslage der Pflegebedürftigen,  






 27 （表 4）主たる家族介護者     
      
   割合（％）   
   1991 年末  2002 年末   
          
(続柄)           
配偶者  37  28  
母  14  12  
父  0  1  
娘  26  26  
嫁  9  6  
息子  3  10  
孫  1  2  
その他の親族  6  7  
友人・隣人・知人  4  8  
          
(性別)           
男性  17  27  
女性  83  73  
          
(年齢)           
45 歳未満  19  16  
45-54 歳  26  21  
55-64 歳  26  27  
65-79 歳  25  26  
80 歳以上  3  7  
回答なし  1  3  
平均年齢(歳)  57  59  
      
資料: TNS Infratest Repräsentativerhebung 2002. 




 28 (表 5) 主たる家族介護者の週平均介護時間 (2002 年末)   
      
要介護者の介護度 計  認知症を伴う場合  認知症を伴わない場合 
Ⅰ  29.4  31.4  28.1 
Ⅱ  42.2  43.7  40.0  
Ⅲ  54.2  61.9  46.6 
計  36.7  39.7  33.7 
      



























 29 (表 6)主たる家族介護者の就労状況   
    
   割合(%) 
   1991 年末  2002 年末 
介護開始時点から非就労  52  51 
介護のため就労を中止  14  10 
介護のため就労を制限  12  11 
従前どおり就労を継続  21  26 
回答なし  1  2 
    
























 30 (表 7)  要介護度の区分   
    
区分  介護の分野および頻度  必要介護時間 
要介護度Ⅰ 
身体の手入れ、栄養補給及び移動に関










































































 32  33 
（表 9）介護従事者の状況     
    
   介護サービス事業  介護ホーム 
        
従事者計（人）  214,307 546,397 
    100.0% 100.0% 
（内訳）         
  フルタイム  56,354 208,201 
    26.3% 38.1% 
  パートタイム（社会保険適用）  103,181 240,870 
    48.1% 44.1% 
  パートタイム（社会保険非適用）  47,957 55,238 
    22.4% 10.1% 
  実習生  3,530 31,623 
    1.6% 5.8% 
  ボランティアなど  3,285 10,465 
    1.5% 1.9% 
        
女性の割合  87.7% 85.0% 
        
(基礎介護/介護・世話を主たる         
業務とする者に占める割合)       
  老人介護士  21.8% 31.7% 
  看護師  37.9% 15.5% 
  児童看護師  3.1% 0.9% 
    
資料: 表 1 と同じ。     
 
 